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事業評価書（事後）

平成２０年８月

評価対象（事業名） 地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）
主管部局・課室 職業安定局地域雇用対策室
関係部局・課室
関連する政策体系

基本目標 Ⅳ 経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場にお
いて労働者の職業の安定を図ること

施策目標 ２ 雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること

施策目標 ２－１ 地域及び中小企業等における雇用機会の創出等を図ると
ともに産業の特性に応じた雇用の安定を図ること

個別目標６ 雇用情勢の厳しい地域と、雇用創造に向けた意欲が高い地
域における雇用機会を創出すること

１．現状・問題分析
事前評価実施時における現状・問題分析（平成１６年度）
（１）現状分析

、 、 、現在 地域雇用開発促進法に基づき 都道府県が策定する地域雇用開発計画に沿って
事業所の設置等に対する助成金の支給、求職者に対する就職活動の援助等の措置等を講
じており、一定の成果を挙げているところである。

しかしながら、雇用情勢は全国的には改善傾向にあるが、地域の雇用情勢は地域差の
拡大が見られる。

（参考）
有効求人倍率（平成１５年度平均 （前年度差））

【上位５県】 【下位５県】
１群馬県 １．０７倍（＋０．３０） ４７青森県 ０．３１倍（＋０．０１）
２愛知県 １．０６倍（＋０．２７） ４６沖縄県 ０．３６倍（＋０．０３）
３岡山県 １．００倍（＋０．２０） ４５高知県 ０．４４倍（＋０．０１）
４香川県 ０．９６倍（＋０．１６） ４４鹿児島県０．４６倍（＋０．０４）
５栃木県 ０．９５倍（＋０．２７） ４３秋田県 ０．４８倍（＋０．０６）
５山梨県 ０．９５倍（＋０．０７）

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」
（２）問題点

地域雇用開発促進法に基づき、都道府県が策定する地域雇用開発計画に沿って、事業
所の設置等に対する助成金の支給、求職者に対する就職活動の援助等の措置等により、
地域の雇用情勢の改善を図ってきたところ。

しかしながら、地域を取り巻く環境等は様々であり、国が都道府県と連携して一律に
行う既存の支援策のみでは、地域の実情に応じた対策を講じ、地域の雇用創造をより効
果的に行うことは困難。

（３）問題分析
雇用情勢は全国的には改善傾向にあるが、地域の雇用情勢は地域差の拡大が見られる

こと、また、地域が自発的に取り組み、国がそれを支援するという地域再生の気運が高
まっていることを踏まえれば、雇用機会が少ない等の地域においてさらなる地域雇用の
改善を図るためには、地域による自発的な雇用創造の取組を競争的・選択的に支援する
ことが必要。

（４）事業の必要性
既存の支援策に加え、地域による自発的な雇用創造の取組を行う地域の協議会等に、

雇用機会の創出、能力開発、情報・相談等、雇用面での対策を競争的・選択的に委託す
ることが、雇用機会が少ない等の地域における雇用情勢の改善を図る上で重要かつ効果
的。

（整理番号 ３）
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事後評価実施時（現在）における現状・問題分析
有効求人倍率が全国平均を大きく下回る地域が存在するなど、雇用失業状勢の地域差

は依然として解消されていない状況にあり、引き続き雇用失業状勢の厳しい地域に対す
る支援を実施する必要がある。

２．事業の内容
（１）事業の実施主体

実施主体：国、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）
都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

（２）事業の内容（概要）
雇用機会が少ない等の地域において､雇用創造に自発的に取り組む市町村等が提案し

た、雇用機会の創出、能力開発、情報提供・相談等の事業の中から、コンテスト方式に
、 。より雇用創造効果が高いものを選抜し 当該市町村等に対しその事業の実施を委託する

（３）予算
一般会計・年金特会・労働保険特会・その他（緊急雇用創出特別基金事業）
予算額（単位：百万円） Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

－ － － － －
※「Ｈ２１」については予算概算要求額

３．事前評価実施時における目標・政策効果が発現する時期
事業の目標
事業利用企業等における雇入数
事業利用求職者等の就職件数

政策効果が発現する時期 平成17年度以降

４．評価指標
アウトカム指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 事業利用企業等における雇 － － 3,289 6,471 6,040

入数（人） 【－％】 【－％】 196％ 169％ 【244％】【 】 【 】
（協議会において年度ごと
に設定した目標数を上回る
／平成19年度）

２ 事業利用求職者等の就職件 － － 8,155 9,744 5,427
数（件） 【－％】 【－％】 113％ 117％ 【101％】【 】 【 】
（協議会において年度ごと
に設定した目標数を上回る
／平成19年度）

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：指標１及び２ともに、事業を実施する協議会からの実施結果報告（職業安

定局調べ）による。
備考：協議会とは、自発的に雇用創造に取り組む市町村・都道府県及び経済団体など

により構成される地域雇用創造協議会を言う。

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 事業利用企業等の数（件） － － 14,877 20,417 15,006

（協議会において年度ごと 【－％】 【－％】 120％ 129％ 【121％】【 】 【 】

（整理番号 ３）
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に設定した目標数を上回る
／平成19年度）

２ 事業利用求職者等の数 人 － － 55,835 83,819 38,970（ ）
（協議会において年度ごと 【－％】 【－％】 148％ 167％ 【131％】【 】 【 】
に設定した目標数を上回る
／平成19年度）

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：指標１及び２ともに、事業を実施する協議会からの実施結果報告（職業安

定局調べ）による。
備考：協議会とは、自発的に雇用創造に取り組む市町村・都道府県及び経済団体など

により構成される地域雇用創造協議会を言う。

５．事前評価の概要
必要性の評価

（１）公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から）
雇用機会が少ない等の地域において、雇用情勢の改善や住民福祉の向上に資するこ

とになるため公益性が高く、行政が主体となって行う必要があるが、一方、地域にお
ける産業の動向を踏まえて実施する必要があることから、地域における産業の動向を
熟知し産業施策の一端の担い手ともなっている地域の経済団体等とも連携して行う必
要がある。

（２）国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から）
地域の特性と実情を熟知し、地域の各団体との連携を図りやすい市町村や経済団体

等から成る協議会に委託することとしている。

（３）民営化や外部委託の可否
地域の特性と実情を熟知し、地域の各団体との連携を図りやすい市町村や経済団体

等から成る協議会に委託することにより、地域の個性や自主性を活かした雇用促進が
可能となる 。

（４）緊要性の有無
地域の雇用情勢は地域差の拡大が見られる中、雇用機会が少ない等の地域において

は、既存の支援策のみで雇用情勢を改善させることは困難となっており、地域による
自発的な雇用創造の取組を行うことにより、雇用情勢の改善を図ることが喫緊の課題

有効性の評価

（１）政策効果が発現する経路
市町村、経済団体等から成る協議会の設置→協議会による地域の実情に応じたプロ

ジェクトの構想の提出→厚生労働省における実施箇所の選定→地域の雇用創造に資す
ると認められる事業の委託→地域の創意工夫を活かした事業の実施→地域の雇用創造
の実現（事業利用企業における雇入れ・事業利用者の就職）

（２）これまで達成された効果、今後見込まれる効果
市町村、経済団体等から成る協議会が地域の実情を踏まえ、地域の創意工夫を活か

した事業を実施することにより、地域雇用の創造が図られる。

（３）政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項
経済状況の動向による雇用情勢等の変動が事業利用企業等における雇入れの可否に

影響する。

効率性の評価

（１）手段の適正性
雇用機会が少ない等の状況にあるものの、自発的に地域の雇用創造に取り組む市町

村等の地域において、当該地域の雇用情勢の改善を図る事業を、当該市町村、経済団
体等から成る協議会に委託することにより、国が都道府県と連携して一律に行う場合
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に比べ、地域の個性や自主性を活かした雇用促進が可能となり、また、政策効果を高
めることが期待できることから、手段として適正である。

（２）費用と効果の関係に関する評価
費用対効果を勘案して事業を競争的・選択的に委託することにより、当該地域にお

いてコストに見合う地域雇用の創造が期待できる。

６．事後評価の内容
（１）有効性の評価

政策効果が発現する経路（投入→活動→結果→成果）
<投入>

意欲的に地域の雇用創造に取り組む市町村、都道府県、経済団体等の関係者から
構成される地域雇用創造協議会より、地域の特性を活かして雇用創出を図る事業の
提案を受け付け、そのうちの雇用創造効果が高いと認められる事業の実施を委託。

↓
<活動>

地域雇用創造協議会が、地域求職者等に対して能力開発セミナーや職業情報の提
供等を実施。

↓
<結果>

地域求職者等の就職が促進。
↓

<成果>
地域の雇用機会が増大。

有効性の評価
アウトカム目標として設定した事業利用企業等における雇入数、事業利用求職者等の

就職件数、アウトプット目標として設定した事業利用企業等の数、事業利用求職者等の
数の全てを達成しており、有効な施策であったと考えられる。

事後評価において特に留意が必要な事項
なし。

（２）効率性の評価
効率性の評価
地域の雇用失業情勢は、それぞれの地域が有する様々な特性に基づくものであり、各

地域で効率的に雇用機会の創出を図るためには、地域の特性や実情に精通した地域の関
係者の創意工夫や発想を活かした対策を実施することが必要である。本事業は、これら
の趣旨を踏まえ、地域の関係者より事業に提案を受け付け、そのうちの雇用創造効果の
高い事業の実施を委託するものであり、効率的な施策であったと考えられる。
事後評価において特に留意が必要な事項
なし。

（３）その他(上記の他、公平性及び優先性等、評価すべき視点がある場合に記入)
なし。

（４）政策等への反映の方向性
本事業は平成20年度で終了。当該事業で得たノウハウは、平成19年度より実施してい

る地域雇用創造推進事業に活用する。



- 5 -

（整理番号 ３）

７．特記事項
①国会による決議等の状況（警告決議、附帯決議等）

なし
②各種政府決定との関係及び遵守状況

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」において「労働移動円滑化や能力
開発等の雇用政策において地域の実情に応じた対応策を取るため、地域からの提案を受
けた競争的・選択的支援の仕組みの創設について検討する 」とされた。。
③総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の状況

なし
④会計検査院による指摘

なし
⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項


